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・研究背景：今後も持続可能なのか？
福島には地場の名産品や特産品が県の面積に比例して数多く存在している。これらのこ

とを踏まえ、福島県では地場産業振興に向けて積極的に様々な取り組みを行っており、地域
活性化に向けた特産品や名産品のブランド化や６次化構想、地産地消推進といった動きは
これらの一環によるものである。

しかしながら、被災後これらの取り組みで成果を上げていた産業や産品が長期的に不安
定な状態へ移行することが危惧される。その主な理由として、１次的被害と関連して引き起こ
された２次的被害がある。今後は、生産・流通（取引）・市場（顧客・競争）の環境が予測困難
な状態で変化していくと考えられる。
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・研究の目的：今後の持続可能性に向けて
現状の認識と問題点の把握によって、応急的な対処的解決方法の模索だけではなく、将

来の市場環境に向けて必要とされる長期的に実践可能な持続型の強固なマネジメントモデ
ルとして、MOTやマーケティング戦略を中心としたマネジメントコンセプト・モデルを示す。

・まとめと今後の展望
現時点での早急な対応として、取引数量の回復へむけた戦略的な対応が必要であり、１．

既存取引関係の保持、２．新規顧客の獲得、の対応が必要不可欠である。１．については回
復・保持・パートナーといった長期的な関係を可能にするモデルの検討が必要である。２．の
場合では、対象市場・顧客の変更または新規開拓とそれに伴う新商品開発などが考えられ
る。今後はこれらへ対する具体的方策を検討し、マネジメント支援を行う予定である。

・研究の計画・方法
福島県を代表する地場産品を扱う中小企業を対象として、取材・調査を行う。その後、得ら

れた問題点について、BtoB視点によるMOT（技術経営）とマーケティングマネジメントを用い

て検討し、各問題の分類・分析を行う。また、これらの問題解決に適合させるために、今回は
特に、回復・発展に向けた中・長期を見据えたモデル構築を行う。

・研究経過や結果：顧客や市場、商品管理の問題が残る
調査の結果として、幾つかの共通した問題点として整理することができる。
１．生産設備⇒諸事情により停止状態であったが、現在は多くの企業において大部分の

設備・ラインが修復済（一部エリア、大型設備、特殊設備を除く）
２．材料調達⇒原材料や包装材料で影響が出たが多くの企業においてほぼ通常レベル

に回復済
３．商品発送⇒一時、燃料不足による物流停止があったが、既に通常に回復済
４．販売流通⇒商圏、取引量・相手の数が縮小、商品へ対する不安感が広まっているが、

復興イベントでの販売は好調で現時点ではそれらが不足を補う
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図１. 企業の被災状況と主な動き
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被害の大きい企業の特徴

・対象市場・顧客の多くが浜通りに集中

・大手流通業者を主体とした取引形態

・地産地消のみによる差別化を推進

・観光関連のみとの深いビジネス展開

被害の少ない企業の特徴

・販売エリアが広範囲または県外展開

・OEMやPBといったB to Bが中心

・県外の原材料を使用

・取引先とのパートナーシップが強い

・調査方法
今回の調査では、はじめに地場産業・産品についての情報を収集し検討した。その結果、

今後長期にわたって影響が出ると考えられる地場産業・産品を扱う食品加工業を調査対象
として設定した。具体的には、福島県内の農産加工企業、水産加工企業、農産物販売企業、
菓子製造企業、酒造メーカー、商工会議所などを対象とした。
以下の項目を中心として取材を行った。
１．３月１１日から時系列での問題発生項目とそれらへの対処方法や解決までの経緯
２．６月、７月以降に発生・継続すると考えられる中期的な問題とその対処方法
３．１年間またはそれ以降に発生・継続すると考えられる長期的な問題とその対処方法

・調査結果
ここでは調査によって得られた結果の一部について紹介する。図１では企業の主な被災

状況を示している。状態の期間は地域や企業で差があるため、おおよその時期を示している。
また、これまでの調査で得られた、被害程度と事業特徴の関係と今後の展開例を図２示す。

事業継続へ向けて ⇒ 不測の事態への対応としてのリスク分散
☆ リスク対応を低コストで行うマネジメントが必要

⇒ 競争、顧客要求への対応としてのコスト削減・効率化・独自性
☆ あたりまえ品質などのさらなる追求による競争力強化が必要

☆ 不測の事態、競合、顧客要求への対応として新たな戦略的マーケティングが必要
図２. 企業特徴と被災状況および今後の展開可能性について

3月 4月 5月

・機械や工場の破損 ・消費者の2極化

・電気、ガス、水道の停止

・物流の停止

・取引先被災（原材料）

・観光客の減少

・震災による販売エリアの縮小

・原材料の放射能汚染

・販売先との取引中止

・放射線量の検査

・関係者からの支援

・避難所から特注

・支援者からの特注

・新規顧客からの発注

・販売エリアの拡大

・販売量の増加

・復興支援イベント

悪い点

良い点


